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1.評価方法基準第5の1-1（３）ホ の改正概要

（令和6年7月5日公布、令和7年4月1日施行）

小規模な木造住宅における評価基準の改正

（１）評価対象建築物の規模変更

（２）壁量計算に用いる係数の変更・ 必要床倍率計算に用いる

係数の変更（告示第1100号第3関係）



（1）評価対象建築物の規模変更

構造の安定に関する事項について検証する方法のうち、
壁量計算を用いて検証する場合の適用条件が改正

木造のうち
地階を除く階数が3以上又は
延べ面積300㎡を超えるもの又は
高さが十六メートルを超えるもの、
以外

木造のうち
地階を除く階数が3以上又は
延べ面積が500㎡を超えるもの又は、
高さが十三メートル若しくは
軒の高さが九メートルを超えるもの、
以外

改
正

評 長



（2）壁量計算に用いる係数の変更・

耐力壁線の計算に用いる係数の変更（告示第1100号第3関係）

改正後 改正前

評 長

適合すべき規定の根拠が
令第46条第4項から、告示第1100号第3関係に改正



一般地域（積雪） 耐震等級２ 耐震等級３

1

階

軽い屋根 {45×ｋ1×ｚ}×S1 {54×ｋ1×ｚ}×S1

重い屋根※ {58×ｋ1×ｚ}×S1 {69×ｋ1×ｚ}×S1

2

階

軽い屋根 {18×ｋ2×ｚ}×S2 {22×ｋ2×ｚ}×S2

重い屋根※ {25×ｋ2×ｚ}×S2 {30×ｋ2×ｚ}×S2

改正前（現行）

基準法上の存在壁量
壁の実長さ×壁倍率

準耐力壁等の存在壁量
準耐力壁の実長さ×準耐力壁倍率+＝存在壁量

存在壁量算定式

必要壁量算定式

評価方法基準第５の１－１（3）ホ①表２、表３に掲げられる、
建物荷重と積雪量及び階数に応じた係数を使用

基準法上の存在壁量に評価方法基準第５の１－１（3）ホ①表1に掲げられる仕様に応じた
準耐力壁倍率を加算可能

S：見上げ床面積
※小屋裏収納、バルコニー等含む

Z ：地震地域係数（0.7～1.0）
k ：1階、2階の床面積比によって

決まる係数
k1 = 0.4 + 0.6 × Rf
k2 = 1.3 + 0.07/Rf
Rf  = S2/S1

※軽い屋根に太陽光パネルを載せる場合含む

評 長壁量計算



改正後

存在壁量
壁の実長さ×壁倍率

準耐力壁等の存在壁量
準耐力壁の実長さ×準耐力壁倍率+＝存在壁量

存在壁量算定式

必要壁量算定式

評価方法基準第５の１－１（3）ホ①式により計算した値及び
同告示に規定する耐震等級に応じた倍率を使用

存在壁量に告示第 １１００ 号第１・別表第１０関係に掲げられる仕様に応じた
準耐力壁倍率を加算可能

Lw=(Z･Ai･Co･Σwi)/(0.0196･Afi) 等級３：1.50
等級２：1.25
等級１：1.00

建物の実荷重に応じた
単位面積当たりの必要壁量Lw

見上げ床面積
S1,S2

耐震等級に
応じた倍率

必要壁量 ×＝ ×

評 長

変更なし



一般地域（積雪） 耐震等級２ 耐震等級３

1

階

軽い屋根 45×ｋ1×ｚ 54×ｋ1×ｚ

重い屋根※ 58×ｋ1×ｚ 69×ｋ1×ｚ

2

階

軽い屋根 18×ｋ2×ｚ 22×ｋ2×ｚ

重い屋根※ 25×ｋ2×ｚ 30×ｋ2×ｚ

改正前（現行）

地震に関する必要床倍率算定式

単位面積当たりの必要壁量
（評価方法基準第５の１－１（3）ホ①表２、表３）

※軽い屋根に太陽光パネルを載せる場合含む

評 長

耐力壁線間距離

ｌ

性能表示の地震に関する
単位面積あたりの必要壁量/200

ＣＥ
×＝

各床区画の
必要床倍率

ΔＱＮ

各床区画の係数

α ×

床倍率検討



改正後

評価方法基準第５の１－１（3）ホ①式により計算した値及び
同告示に規定する耐震等級に応じた倍率を使用

評 長

地震に関する必要床倍率算定式

Lw=(Z･Ai･Co･Σwi)/(0.0196･Afi) 等級３：1.50
等級２：1.25
等級１：1.00

耐震等級に
応じた倍率

耐力壁線間距離
ｌ

建物の実荷重に応じた
単位面積あたりの必要壁量Ｌｗ

/200
ＣＥ×＝

各床区画の
必要床倍率
ΔＱＮ

各床区画の係数
α

× ×



算定式を用いて計算する場合の補足

• Lw 単位面積あたりの必要壁量（ｃｍ/㎡） 

• Ｚ 昭和55年建設省告示第1793号第１の表の上欄に掲げる地方の区分に応じ、同表下欄に掲げる数値

• Ａi 昭和55年建設省告示第1793号第３に定める式により算出した数値

• C₀ 0.2（特定行政庁が令第88条第２項の規定によって指定した区域内における場合においては、0.3） 

• Σwi 当該階が地震時に負担する固定荷重と積載荷重の和

• Ａfi 当該階の床面積

（当該階又は上の階の小屋裏、天井裏その他これらに類する部分に物置その他これに類するものを設ける場合にあって
は、当該階の床面積に小屋裏面積を加えた面積）（㎡）

（式） Ｌw＝（Ｚ・Ａi・Ｃ0・Σwi）／（0.0196・Ａfi）

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律 （令和４年法律第 69 号）
に係る質疑応答集 R7.2.5時点 

基準法上の床面積に
含まれない小屋裏収納は、
加算不要

評 長



表計算ツール（多機能版）ver1.1の活用

璧量等の基準（令和７年施行）設計支援ツール

公開元：公益財団法人日本住宅・木材技術センター
https://www.howtec.or.jp/publics/index/441/

評 長参 考



2.長期使用構造等確認申請における変更点

住宅性能表示制度における評価方法基準と
建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の規定の見直しに伴う変更

（１）評価方法基準の見直しに伴う木造住宅に求める

耐震等級の見直し

（令和6年7月5日公布、令和7年4月1日施行）

（２）省エネルギー対策に係る基準における表現の適正化

（令和6年7月5日公布・施行）



（1）木造住宅に求める耐震等級の見直し

建築基準法施行令及び関係告示の改正により、住宅性能表示制度でも同様に各耐震等級における
必要壁量の算定方法の見直しを行うことから、令和4年10月改正による暫定的な措置を改め、
見直し後の耐震等級2以上で適合とする。

長

計算方法を問わず、
耐震等級2以上の適合でＯＫ

暫
定
措
置
解
除

・ホ 階数が2以下の木造の建築物
（壁量計算により基準適合を確認）

・へ①ｂ 枠組み壁工法による建築物のうち
壁量計算により基準適合を確認しているもの
については、等級3への適合を求めている



（2）省エネルギー対策に係る基準における表現の適正化

共同住宅における一次エネルギー消費量に係る基準について、建築物エネルギー消費性能基準等
を定める省令に基づき表現の適正化を図る。
※基準内容の変更はないため、公布と同時に施行済み

長

基準省令第13条第3項第2号
により定める数値に同じ



施行日前後の基準の適用

③経過措置期間終了後に
確認の申請がされた場合

②経過措置期間中に
確認の申請がされた場合

①施行前に
確認の申請がされた場合

経過措置 旧基準
（現行基準）

新旧基準
どちらでも可

新基準

R7.4.1 R8.4.1

長期使用構造等確認 ●申請 確認書交付 認定申請 申請 認定書交付
（当センターへの申請） （所管行政庁）

（登録性能評価機関が長期使用構造等の確認を行う場合）
○ 施行日までに登録性能評価機関へ長期使用構造等の確認の申請がされたものは、旧基準（現行基準）を適用する。
○ 経過措置期間中に長期使用構造等の確認の申請がされたものについては、旧基準又は新基準により申請することができる。

長



経過措置を適用する場合の留意点

経過措置の適用の可否

•告示の施行日以前の申請

→500㎡まで旧壁量計算でOK

•告示の施行日から起算して一年を

経過するまでの申請

→300㎡まで適用可能

300㎡を超える物件は経過措置を

適用できないため、許容応力度等計算
での検討が必要となる点に留意

評 長



設計住宅性能評価と省エネ適判を同一機関に申請した場合、
同時に省エネ関係の審査が可能となるため、

省エネ適判に係る添付図書の大部分について提出不要
設計住宅性能評価書の交付より先に省エネ適判の通知書が交付される

建築確認
申請

確認済証
交付

完了検査
申請

検査済証
交付

性能評価
申請

設計住宅性能
評価書
交付

省エネ適判

申請

省エネ適
判通知書
交付

省エネ部分のみ先行審査

③省エネ適判申請
同一機関に申請した場合に限り、
・設計評価申請図書の内、省エネ関
係に係る図書を省エネ適判申請の添
付図書として見なすことができる
※設計者の氏名が記載されているも
のに限る
・省エネ計画書の第四面・第五面が
設計住宅性能評価の設計内容説明書
で代替可能

④省エネ適判通知書の交付
設計評価書の交付に先んじて省エネ
適判の通知書の交付が可能

提出

①

②

③ ④

⑤

⑥

下記は通常通りの工程
①建築確認申請
②設計住宅性能評価申請※
⑤確認済証交付
⑥設計住宅性能評価書交付※ ※長期使用構造等確認書も同様

評価書等を活用した省エネ基準適合の審査手続きの合理化



法改正に係る当センターの対応について

• 事前相談の受付

変更後の告示による新しい壁量計算を使用する申請は、令和7年4月1日から受付を行います。
ただし、先行して改正後の告示の内容で評価書等を取得したい場合は、2月17日から事前相談を
開始します。
※受付と評価書等の交付は4月1日以降となりますのでご留意ください。

・申請様式の変更

法改正に伴う変更と、審査の効率化のため記載事項を整理し簡素化するため、各種申請様式の
修正を行います。
※3月中旬～HP上で公開予定（4月受付分から適用予定）
( 対象 )
住宅性能評価
長期使用構造等確認申請
省エネルギー性能証明書

・申請手数料の改定

各種加減算の制度を見直して手数料表の簡素化を図ると共に、審査の実態に即した手数
料へ改定します。※HP上で公開済み
適用時期：R.7.4.1受付分～

評 長



ご視聴ありがとうございました。
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